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は じ め に 

 
○ 本手引きは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（平成１７年法律

第１２３号。以下「総合支援法」という。）第５条第７項に規定する生活介護事業所の整備の公募に

関する基本的事項について説明したものです。 
○ 本公募は生活介護事業所を適正に整備するために行うものであり、事業計画が選考されたことを

もって、生活介護事業の指定基準を満たしたとみなされるものではありません。このため、事業者

は、開設３か月前から指定申請のための事前相談を行わなければなりません。 

○ 本手引きの作成日以降、法令等に変更があった場合、この手引きは法令等に準拠することとしま

す。この場合、本手引きを根拠に変更前の法令等の適用を求めることはできません。 
○ 事業計画の作成を進める場合は、この手引きのほかに「相模原市障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例」（平成３１年相模原市条例第１０号。以下「基準条例」という。）、「障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営に関する

基準」（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「基準省令」という。）及び厚生労働省の通知

等を確認してください。 

○ 資料の内容等に関するお問い合わせは、次の担当に御連絡ください。なお、お問い合せは、提案

を行う予定のある法人の方からのものに限ります（設計図面等に関するお問い合せを含む）。 
 
  担当：福祉基盤課（指定・指導班） 
  電話：０４２－７６９－９２２６ 
  メールアドレス：fukushi-kiban@city.sagamihara.kanagawa.jp 
 

mailto:fukushi-kiban@city.sagamihara.kanagawa.jp
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（１）設置場所について 
      設置場所は以下のとおりとします。 
   ・緑区及び中央区の場合：市街化調整区域を除く区内全域 
   ・南区の場合：市街化調整区域を含む区内全域 
 

 ＜市街化調整区域を設置場所とする場合の注意事項＞ 
市街化調整区域を設置場所として申請する場合は、運営法人が社会福祉法人である場合であり、 

かつ、本手引きにおける「３．公募概要について（３）計画地」（p.6参照）に示す要件を満たし 
た場合に限り申請が可能です。 

また、公募による事業者の選定の他に、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７８条に 
定められた、開発審査会における審議が必要となります。 

なお、開発審査会における審議の結果、承認が得られなかった場合は、公募による事業者の選 
定を受けた場合でも、設置は認められません。 
※市街化調整区域の活用は、市街化区域、非線引き区域、都市計画区域外では事業が困難である

場合に認められます。 
 このため、市街化調整区域を設置場所として提出された事業計画については、市街化区域、非

線引き区域、都市計画区域外を設置場所として提出された他の事業計画が事前審査を通過した場

合は、事前審査の対象外となるほか、「３．公募概要について」に示す基準を満たしていないと判

断した場合は、本審査の対象外となります。（p.8参照）。 
 
（２）建物及び設備について 

ア 基準省令に定められた基準を全て満たすこと。 

イ 「都市計画法」、「建築基準法」（昭和２５年法律第２０１号）及び「消防法」（昭和２３年法

律第１８６号）等の関連法令を遵守すること。 
ウ 「神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例」（平成７年神奈川県条例第５号）を遵守する

こと。 
※ なお、開発許可申請、建築確認申請等の具体的な法的手続は、事業計画書の提出時点では不

要ですが、都市計画法等の適合について、事前に関係機関等への確認や事前協議を行ってくだ

さい。 
 

１  基本事項について 
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時 期 事 項 備 考 

令和４年 

７月２２日（金） 

～ 

令和４年 

８月２６日（金） 

事前相談開始 

 

≪福祉基盤課≫に提出 
※施設整備の意向がある場合は、事

業計画書提出前に所定の期間内

において事前相談が必要です。 
 
※事前相談締切後、事前相談件数等

について、全ての事業者へ連絡しま

す。 
 
 

令和４年 

９月２１日（水） 

午後５時厳守 

 

事業計画書提出締切 

 

 

 

９月末 

 

事前審査結果発表 

 

事前審査の結果を連絡します。 
 

１０月下旬 

 

 

 

本審査（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ） 

 

 

 

別に規定する事前審査基準を満た

した事業計画書について審査を実

施します。 
 

１１月上旬 

 

 

 

選考結果発表 

 

 

 

選考の結果を郵送します。また、本

市公式ホームページでも発表しま

す。 
 

１１月～ 

令和５年５月 

開発審査会（事前手続き含む） ※市街化調整区域を設置場所とし

た場合のみ 
令和５年８月 補助金交付決定  

令和５年９月 入札・着工（運営法人）  

適宜 

 

施設整備に関する調整・地域住

民への説明 

 

 
 

開設前 

（指定日の３か月

前から） 

 

 

平面図事前送付票提出 

指定申請書提出 

指定通知送付 

 

令和６年４月１日までに開設 

指定手続きは別途行ってください。 
 

※ 上記スケジュールは、応募数等により変動する可能性がありますので、あらかじめ御
了承ください。 

２  スケジュールについて 
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（１）公募方法 

本市は、第６期障害福祉計画に位置付けた「主に重症心身障害者を支援する新たな生活介護事

業所」の計画的な整備を進めるため、設置運営を希望する法人から、本手引きや関係法令等に基

づいた事業計画書の提出を受付けます。 
 

（２）募集内容 

ア サービス種別及び定員数等 

  事業計画の対象は以下の事業を実施するものとします。 

サービス種別 定員 主たる対象とする障害種別 募集数 

生活介護 ２０名 

知的障害者及び身体障害者（肢体）を

含むこと 

※主に重症心身障害者の受入れを行う

ことを目的とします。 

１事業所 

 

イ 開設年度 

令和５年度中に障害福祉サービス事業所の指定申請を行い、令和６年４月１日までにサービ

ス提供を開始してください。 

 

ウ 募集期間 

令和４年７月２２日（金）～令和４年９月２１日（水） 

※令和４年８月２６日（金）までに事前相談（p.9 参照）を行うこと 

※土・日・祝日を除く午前８時３０分～午後５時（正午～午後１時を除く。） 

 
（３）計画地 

    事業計画地は以下の要件をいずれも満たしたものとします。 
 ＜共通＞ 
  ア 地上階以外にサービス提供に要する設備を配置する場合は、エレベーターを設置するととも 

に、利用者が安全に移動できる導線を確保していること。 
  イ 利用者の送迎が安全・スムーズに行えるよう、送迎車両の駐車スペースを十分確保できる 

こと。 

 

 ＜市街化調整区域の場合＞ 

  ウ 協力医療機関から近距離(3km 以内)に事業所を設置するに当たり、市街化調整区域に計画地 

を確保する必要があること。 

 
 
 
 

３  公募概要について 
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  【注意事項】 
   市街化調整区域で計画書を提出する場合は、本市開発審査会提案基準「提案基準３１ 社会福

祉施設の建築行為等に係る特例措置」に示す、４（１）アに該当する場合のみ、申請が可能です。 
  
   ※抜粋 
   ４ 新築の場合は、次の各号に該当するものであること。 

（１）当該施設は、その位置、規模等からみて周辺の市街化を促進するおそれがないと認め 

られ、かつ、本市における福祉施策の観点から必要と認められたものとして、 

基準４（２）に定める「設置運営主体」と別表第３の担当部局との間で十分な協議がなさ 

れたもので、次の各号のいずれかに該当するものであること。 

ア 近隣に関係する医療施設、社会福祉施設等が存在し、これらの施設と当該許可に係る社 

会福祉施設のそれぞれが持つ機能とが密接に連携しつつ立地又は運用する必要がある場合 

イ 当該施設を利用する者の安全等を確保するため、立地場所に配慮する必要がある場合 

ウ 当該施設が提供するサービスの特性から、当該開発区域周辺の優れた自然環境が必要と 

認められる場合など、当該開発区域周辺の資源、環境等の活用が必要である場合 

 
（４）整備の考え方 

次の事項を総合的に勘案し、質の高い障害福祉サービスを安定的に提供するとともに、地域に

貢献できる計画を選考します。 
ア 全般 
（ア）事業の堅実性 

関係法令等に基づく許認可等、資金計画の実行、近隣住民等への説明、職員等の確保・定

着・育成策、業務管理体制の整備等を確実に履行しなければなりません。 
イ ハード面 
  重症心身障害者の受入れが当該事業所の趣旨であることに留意し、各設備のバリアフリーへ 

の対応や、充分な作業・訓練室の広さが確保されている必要があります。このことを踏まえ、 
以下の全てを満たすことが必要です。 

  ・ 作業・訓練室は９０㎡以上とすること。 
  ・ 多目的トイレを設置すること。 
  ・ 重症心身障害者が利用可能な入浴設備を設置すること。 
  ・ 送迎車両と施設間の移動が安全に行うことができる導線が確保されていること。 
ウ ソフト面 

（ア）法人・運営計画 
法人は、障害者福祉への理解があるとともに適切な運営理念を持ち、安定した経営が可能で

あるなど、審査基準に合致していなければなりません。なお、総合支援法に規定する指定の欠

格事由に該当しない必要があります。 
また、運営計画は、利用者への対応に優れ、地域連携や地域貢献が具体的に盛り込まれたも

のであり、職員の確保・定着・育成が充実しているなど、審査基準に合致しなければなりませ

ん。 
 

（イ）生活介護利用者の受入れについて 
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   市の整備方針に鑑み、重症心身障害者を延べ利用者数の半数以上受入れることを運営上の 
条件とします。また、医療的ケアを必要とする障害者も積極的に受入れてください。 

（ウ）職員配置 
   重症心身障害者を受入れるに当たり、手厚い職員配置が求められることから、人員配置体 

制加算(Ⅰ)の算定基準を満たしていることを要件とします。 
また、多様な医療的ケアに対応するため、看護師を常勤換算で２以上確保することを条件 

とします。 
（エ）協力医療機関 
   医療的ケアを必要とする障害者の受入れを想定しているため、支援中の体調の急変に備え、

近隣の医療機関と協力体制を構築しておくことが必要です。 
（オ）医療的ケアの実施 

事業計画の施設において、経管栄養、喀痰吸引、インスリンの注射、点滴など、充実した

医療的ケアを提供できるよう努めてください。 
 
（５）審査・選考方法 

別表１及び２に基づき、事前審査、本審査（プレゼンテーション審査）をもとに相模原市高齢・

障害福祉施設等審査選考委員会（以下「選考委員会」という。）で審査し、選考します。 
ア 事前審査（書類審査） 

事務局は、事業計画書について、別表１に基づき審査し、所定の基準を満たした事業者のみ

次の本審査の対象とします。 
また、市街化調整区域を設置場所として提出された事業計画については、市街化区域、非線

引き区域、都市計画区域外を設置場所として提出された他の事業計画が事前審査を通過した場

合は、事前審査の対象外となるほか、「３．公募概要について」に示す基準を満たしていないと

判断した場合は、本審査の対象外となります。（p.6～7 を参照） 
※ 事前審査の結果は、全ての事業者へ通知します。 

イ 本審査（プレゼンテーション審査）（８０点満点） 
選考委員会は、事前審査で選出した事業計画についてプレゼンテーションを受け、別表２の

プレゼンテーション審査基準に基づき審査を行います。 
ウ 選考 

本審査の得点が最も高い事業計画を選考します。 
 

（６）施設整備に係る補助金及び公的貸付金等 

ア 施設整備補助金 
  建設費に対し、国庫補助を活用した補助金を交付します。 
（ア）対象経費 
   工事費及び工事事務費 
（イ）交付上限額 
   55,700,000（円） 

※補助金の交付については、予算の成立が条件となります。 

（ウ）交付額算定方法 
    ・対象経費の実支出の合計額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額のうち少な 
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い額＝Ａ 
    ・補助金交付上限額（55,700,000円）＝Ｂ 

・Ａに３／４を乗じた額とＢを比較して少ない方の額を交付額とします。 
    ※ただし、市の予算が見込みを下回った場合は、この限りではありません。 

イ 公的貸付金等 
法人は、協調融資を含む独立行政法人福祉医療機構等からの融資を利用することができます。

この場合、事業計画書の提出に先立って同機構等と調整しなければなりません。なお、本市は、

同機構等に対し、融資の内容等を確認することがありますので御了承ください。 
ウ その他 

事業計画の選考後であっても、施設整備に係る補助金が予算化されない場合等には、当初予

定していた補助制度の内容や金額を変更する場合があります。 
 
（７）事前相談 

施設整備の意向がある場合は、事業計画書の提出に先立ち、開設までのスケジュール表、障害

福祉サービス等事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況等一覧表（直近５か年）（様式３）

を用いて事前相談を行ってください。 

なお、事前相談に当たっては、原則として、事前相談を希望する日の２営業日前までに福祉基

盤課担当者と日程調整を行ってください（予約がない場合（当日予約を含む。）の来庁については

対応できませんので注意してください。）。 
また、事前相談を行わず、事業計画書を提出することはできません。 

 

（８）事業計画書の提出に当たっての注意点 

ア 提出方法は、事前に来庁日時を予約し、書類をフラットファイル等にとじて、背表紙及び表

紙に施設名と法人名を記載し、提出資料の項目ごとにインデックスをつけたものを福祉基盤課

に１１部提出してください。綴り順については、p.13 の「相模原市生活介護事業所整備事業計

画書 添付資料」を参照してください。 

イ 締切日時（令和４年９月２１日（水）午後５時）を過ぎた事業計画書の提出、差替及び追加

等は一切受付できません。ただし、本市が事業計画書の差替又は追加の提出等を求めた場合は

この限りではありません。また、締切日は事業計画書の提出のみを対応することとし、内容の

確認や相談の対応は行いません。 
ウ １つの法人から複数の事業計画の提出は認められません。 

エ 事業計画書の作成に係る費用は、全て法人の負担とします。また、提出された書類、図面等

は返却いたしません。 
オ 事業計画書は、相模原市情報公開条例（平成１２年相模原市条例第３９号）第５条に基づき、

公開請求の対象になります。法人名、その他の情報（個人情報及び内部管理情報等を除く。）を

公開する場合があります。 
カ 選考された事業計画については、その概要を本市ホームページに掲載します。 

 
（９）暴力団の排除 

基準条例等に基づき、事業者の認可・指定を受ける者や事業計画の施設の管理者は、「相模原市

暴力団排除条例」（平成２３年相模原市条例第３１号）に規定する暴力団、暴力団員等、暴力団経
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営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものであってはならないことか

ら、事前審査において、法人役員及び施設長就任予定者等について、神奈川県警察本部に照会を

行います。暴力団等に該当する場合は、事業計画を選考しません。 

 

（１０）地域住民等への説明について 

事業計画の選考以降は、施設概要及び運営等に係る説明会、着工に当たっての説明会、地域貢 
献に向けた対応、内覧会など、様々な機会を捉えて地域との関係性の構築に努めてください。 

 
（１１）建物の建設に当たって 

本市経済の活性化のため、原則として建設施工業者は、本市に本店又は営業所がある事業者に

よる共同企業体（ＪＶ）又は本市に本店がある事業者とします。建設施工業者の決定に当たって

は、「社会福祉法人等が行う社会福祉施設整備等の契約に関する指導実施要綱」（平成２３年４月

１日施行）に基づき、入札の執行等をしなければなりません。 
また、「社会福祉施設等における木材の利用の促進及びＣＬＴの活用について」（平成２８年７

月２１日 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長他連名通知）において、木材の持つ柔らかさ、暖

かさを取り入れることにより施設入所者や利用者に精神的なゆとりと安らぎを与えるなどの効果

も期待できるとされていることから、施設の建設に当たっては、施設構造並びに内装及び家具等

の備品について木材の利用やＣＬＴ（直交集成板）を積極的に活用するように努めてください。 
 
（１２）事業計画の変更について 

ア 本市の計画的な施設整備及び選考委員会の公平な審査を鑑み、事業計画書の提出後に運営法

人や審査基準に係る重要な事項について変更することはできません。 
イ 上記以外の事項についても変更することを厳に慎むとともに、やむを得ず変更する場合には、

まずは本市との事前協議を踏まえる必要があり、状況に応じて選考委員会において説明いただ

くことがあります。 
 

（１３）選考された事業計画の取り消し 

令和６年４月１日までの開設が見込めない場合や必要な許認可が受けられない場合、その他資

金計画や建設計画で重大な変更が生じた場合などについては、本市は、事業計画の承認を取り消

すことができるものとします。 

なお、この場合においては、本市の責めに帰さない事由により選考を取り消すことから、設置 

運営を予定している法人、建設施工業者の建設に先立った土地取得に伴う土地の所有者等いかな

る者もこのことを持って本市へ損害賠償を請求することはできません。 
 

（１４）問い合わせ先と関係者との接触の禁止等 

本手引きについての問い合わせは、p.３にある問い合わせ先にお願いします。また、事前相談

や公募に関する質問等を除き、選考委員会委員及び施設整備業務に従事する本市職員と、公募申

請に関連して直接、間接を問わず連絡又は接触することを禁じます。 

なお、本市は、法人から他の法人による事業計画書の提出状況等の問い合わせについて回答い

たしません。 
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事前審査基準について 
 
別表１ 

書類審査基準(採点なし) 
１ 事業実績 

法人で総合支援法第５条第７項に基づく生活介護事業について運営実績があること、かつ、重症

心身障害者の受入れ実績があること。 
２ 行政機関の監査及び指導状況 

総合支援法に規定された事業の運営に係る行政機関の指導監査及び実地指導の状況からみて、法

人が事業計画の施設の設置主体として問題がないこと。 

３ 暴力団の排除 
運営事業者及び管理者が暴力団、暴力団員等、暴力団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関

係を有していないこと。 

４ 基準省令の遵守 
基準省令に定める人員、設備等基準を全て満たしていること。 

５ 近隣対応の予定 
近隣住民、自治会等の地域住民等と、施設概要及び運営等に係る説明会、着工に当たっての説明

会、地域貢献に向けた対応、内覧会など、地域住民との関係構築に向けた適切な調整を十分に図る

予定であること。 

６ 協力医療機関との連携 
事業計画の施設の近隣に所在する医療機関と協力体制について覚書等を交わしていること。 

７ 予定地の区域区分について 
  予定地が市街化調整区域の場合、相模原市開発審査会提案基準（提案基準３１「社会福祉施設の

建築行為等に係る特例措置」）に定められた要件を満たしていること。 
  ※ここでいう「当該要件を満たす」とは、市街化調整区域内での設置を認可するものではなく、

開発審査会への付議案件として認められることを意味します。 
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プレゼンテーション審査基準について 
別表２ 

プレゼンテーション審査基準 (８０点満点) 
１ 障害者福祉への理解、施設設置の動機及び施設運営方針【２３点】 
（１）本市の重症心身障害児者の現状及び課題に対する理解が優れていること。 
（２）事業計画の施設を運営する動機が明確であること。 
（３）管理者就任予定者は、障害福祉サービス等について経験を有する者であり、障害福祉への熱意

及び理解が優れていること。 
（４）重症心身障害者を延べ利用者数に対して半数以上受入れる体制が示されているとともに、原則

として、本市市民を受け入れることが前提の事業計画になっていること。 
（５）重度の障害者を含め、多様な障害特性を持つ障害者を受入れるための考え方や取組みが示され

ていること。 

２ 利用者処遇の取組【２０点】 
（１）職員配置 
   手厚い職員体制のもと、利用者の障害特性等によってはマンツーマン対応も可能であること。 
（２）入浴対応 

ア 重症心身障害者が利用可能な入浴設備を有していること。 
イ 重症心身障害者を安全に入浴させるための職員体制や手法等が優れていること。 

（３）送迎対応 
ア 車いすに対応した車両を有していること。 
イ 医療的ケアを有する利用者の送迎に対応した体制が取れること。 

（４）医療的ケア 
ア 看護師の配置や喀痰吸引が可能な支援職員の配置等の職員体制についての考え方が優れて

いること。 
イ 登録喀痰吸引等事業者として神奈川県に登録していること。 

３ 職員の採用、育成、定着策【１０点】 
（１）職員を確保するための適切な職員採用計画があること。 
（２）職員の育成及び定着のための工夫があること（職員の意識啓発、技術向上のための研修体制及

び研修計画があること。また、資格取得のための支援策等があること。）。 

４ 立地・設備要件【１８点】 
（１）建設用地の立地は、利用者が送迎車両によって通所するケースが多くなることを想定し、交通

面の利便性が高いこと。 
（２）余暇活動の充実の観点から、近隣に活用できる資源が存在すること。 
（３）風水害時に避難場所まで安全に避難できる環境にあること。 
（４）多数の送迎車両がスムーズに出入りできる駐車場が整備されていること。 
５ 事業計画及び法人の経営状況【９点】 
（１）収支の見込みが適切であること。 
（２）質の高いサービスの提供を前提としつつ、経費の削減についての考えが優れていること。 
（３）法人の経営状況が安定していること。 
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相模原市生活介護事業所整備事業計画書 添付資料 

 １ 施設整備の概要 

 

 

（添付資料） 
□ア 建設工事に係る建物配置図、各階平面図及び立面図 

※ 各部屋の名称及び面積を明示すること。また、ベッド、テーブル及び椅子等の家具等

を明記すること。さらに、誘導灯、自動火災報知機、消火器等の設置場所を表記するこ

と。 

□イ 法人役員及び管理者名簿（様式１） 

□ウ 病院との協力内容に係る覚書（写） 

２ 事業費及び財源内訳 

 

（添付資料） 

□エ 建設費見積書・設計費見積書（写） 

□オ 自己資金を確保していることを示す資料 

 ※ 預貯金残高証明書等の原本１部、写し１０部 

□カ 【寄付金がある場合】寄付者ごとに寄付を証明する書類 

□キ 【融資を受ける場合】借入金償還計画書 

３ 施設収支計画 

 

（添付資料） 

□ク 施設開設後２年間の収支予算書 

□ケ 収支予算書の積算根拠 

 ※ 訓練・介護等報酬、利用者負担、職種別人件費、事務費、事業費等に分けて記載する

こと。 

５ 土地利用・建築に係る関係機関との協議状況 

 
（添付資料） 

□コ 事業スケジュール 

 ※公募選考から開設までのスケジュールを記載すること。 

６ 事業運営実績 

 

（添付資料） 

□サ 事業運営実績（様式２） 

□シ 障害福祉サービス等事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況等一覧表（様式

３） 

□ス 確約書（様式４） 
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相模原市生活介護事業所整備事業計画書 

 

令和  年  月  日 

 
相模原市長 あて 

 
法人所在地                   
 
法 人 名                   
 
代表者氏名                   

 

次のとおり生活介護事業を計画したので、関係書類を添えて提出します。 
 
 

●施設の名称 

 〇生活介護 

（仮称）                     （定員      人） 

 

●開設予定年月日 

     年   月   日 

 

法人担当者 氏名 

                                      

電話番号 
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１ 施設整備の概要 

（１）定員及び整備内容 

定員 
作業・訓練室 

の面積 

１人当たり 

の床面積 

主たる対象者 

※該当するものに〇 

人 ㎡ ㎡ 

身体障害者（肢体、視覚、聴覚、言語、内部） 

知的障害者 

精神障害者 

 

（２）建物の概要 

  ・ 構 造              造    階建て 

  ・ 建 築 面 積              ㎡ 

  ・ 延 床 面 積              ㎡ 

  （添付資料） 

   ア 建設工事に係る建物配置図、各階平面図及び立面図 

※設備の名称及び面積を明示すること。また、テーブル及び椅子等を明記するこ

と。さらに、誘導灯、自動火災報知機、消火器等の設置場所を表記すること。 

 

（３）職員体制 

 管理者 サービス管

理責任者 

生活支援

員 

看護師 その他※ 

常勤      

非常勤      

常勤換算      

   ※理学療法士または作業療法士（ただし、必須ではない） 

（添付資料） 

   イ 法人役員及び管理者名簿（様式１） 

 

（４）算定予定の加算  

常勤看護職員等配置加算 １ なし ２ (Ⅰ) ３ (Ⅱ) ４ (Ⅲ) 

福祉専門職員配置等加算 １ なし ２ (Ⅰ) ３ (Ⅱ) ４ (Ⅲ) 

食事提供体制加算  １ なし  ２ あり 

視覚･聴覚言語障害者支援体制加算  １ なし  ２ あり 

重度障害者支援体制加算  １ なし  ２（Ⅰ） ３（Ⅱ） 

リハビリテーション加算  １ なし  ２（Ⅰ） ３（Ⅱ） 

人員配置体制加算 １ なし ２ (Ⅰ) ３ (Ⅱ) ４ (Ⅲ) 

延長支援加算 １ なし ２ 1 時間未満 ３ 1 時間以上 

送迎加算  １ なし  ２（Ⅰ） ３（Ⅱ） 

（上記送迎加算が(Ⅰ)(Ⅱ)の

場合）送迎加算（重度）の有無 
１ なし  ２ あり 
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（５） 整備予定地について 

  ① 土地所在地 

相模原市   区           

 

  ② 地番、地目及び面積 

     

 

 

 

 

 

 

 

③ 区域区分 

   □市街化区域  □市街化調整区域  □非線引き区域  □都市計画区域外 

  

 〇相模原市開発審査会提案基準（提案基準３１「社会福祉施設の建築行為等に係る特例措置」） 

  への適合状況 ※設置予定場所が市街化調整区域の場合のみ 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

地番 

地目 面積(㎡) 同一敷地内に

おける他の施

設の有無 

左記におい

て有の場合

その種別 
登記 現況 登記 現況 

       

       

       

       

 チェック項目 回答 

１ 設置運営主体が社会福祉法人であるか。 
□はい  □いいえ 

２ 申請地は自己所有地又は相当の期間借地できることが確実

な土地であるか。 
□はい  □いいえ 

３ 施設の敷地が主たる前面道路（所定の道路から６ｍ以上の幅

員を有する道路）に接しているか。 
□はい  □いいえ 

４ 排水施設が下水道に接続可能か。 
□はい  □いいえ 

５ 施設の敷地が主たる前面道路に１箇所で敷地外周の７分の

１以上接しているか。 
□はい  □いいえ 

６ 敷地面積の２０パーセント以上の緑化施設が確保されてい

るか。 
□はい  □いいえ 

７ 敷地内において、利用者の利便性等に考慮した位置に駐車場

が設置されるか。 
□はい  □いいえ 
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 ④ 協力医療機関 

名  称 所 在 地 診療科目等 

   

   

    ・医療機関までの距離    km 

    ・医療機関までの所要時間    分 

 

（添付資料） 

   ウ 病院との協力内容に係る覚書（写） 

   ※ 協力病院の診療科目及び協力内容について記載すること。 

 

 ⑤ 連携施設（生活介護事業所） 

事業所名 運営法人 所 在 地 

   

 

⑥ 土地の取得状況 

取得状況 

□取得済 □購入予定 □有償貸与 □無償貸与 □無償譲渡 □他 

手続き状況 契約期間 

□契約済 □未契約 

※未契約の場合  

Ｒ . . ～Ｒ . . □確約書有 

□確約書無 
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２ 事業費及び財源内訳                      （単位：千円） 

 財 源 内 訳 

費 目 金 額 補 助 金 

法 人 負 担 

寄 附 
融 資 （ 元 金 ） 

自 己 資 金 
福 祉 医 療 

機 構 

市 中 

金 融 機 関 

施

設

整

備

費 

造成工事費       

建築工事費       

設計監理費       

合   計      
 

設 備 備 品 整 備 費       

施設・設備備品整備費

合 計 
     

 

土 地 借 入 費       

運 転 資 金       

そ の 他       

総 合 計       

※ 運転資金には、施設の２年目以降の年間運営費の２/１２以上に相当する額を計上すること。 

※ その他には、法人設立準備及び施設開設準備に係る事務経費等を計上すること。 

（添付資料） 

 エ 建設費見積書・設計費見積書（写） 

 オ 自己資金を確保していることを示す資料 

※ 預貯金残高証明書等の原本１部、写し１０部 

 カ 【寄付金がある場合】寄付者ごとに寄付を証明する書類 

 キ 【融資を受ける場合】借入金償還計画書 

● 融資金額内訳                           （単位：千円） 

 
融 資 金 額 

償 還 期 間 
元 金 利 息 

福 祉 医 療 機 構   年  か月 

市 中 金 融 機 関 

( 金 融 機 関 名 ) 

  年  か月 

       銀行      支店  

● 融資に係る協議状況 

 金融機関名 協議内容及び協議結果 

月   日   

月   日   
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３ 施設収支計画 

  収支計画として以下を作成してください。 

 （添付資料） 

  ク 施設開設後２年間の収支予算書 

  ケ 収支予算書の積算根拠 

※ 介護等報酬、利用者負担、職種別人件費、事務費、事業費等に分けて記載す

ること。 

 

４ 利用料の設定 

（１）実費として利用者から徴収する額 

食事の提供に要する費用 円／食 

創作的活動に係る材料費 円／月 

日用品費 円／月 

（２）上記以外で徴収する費用 

 円／  

 円／  

 円／  

 

５ 土地利用・建築に係る関係機関との協議状況 

（１）土地利用に係る関係機関との事前相談の状況 

   土地利用に関して、都市計画法等の各種法令の適用状況に関する協議内容・指導内容を記

入すること。 

 所管課・職員名 各種法令の適用状況、協議内容・指導内容 

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

※ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記入してください。 
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（２）建築に係る関係機関との事前相談の状況 

   建築に関して、建築基準法、消防法等各種法令の適用状況及び関係機関との協議内容・指

導内容を記入すること。 

 所管課・職員名 各種法令の適用状況、協議内容・指導内容 

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

  月  日   

※ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記入してください。 

 （添付資料） 

  コ 事業スケジュール 

※ 公募選考から開設までのスケジュールを記載すること。 

 

６ 事業運営実績 

  指定生活介護事業の運営実績等について記載すること。 

 （添付資料） 

  サ 事業運営実績（様式２） 

  シ 障害福祉サービス等事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況等一覧表 

   （様式３） 

  ス 確約書（様式４） 
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様式１ 
（事業計画書１関係） 

 
法 人 役 員 及 び 管 理 者 名 簿 

記入日    年  月  日 
法 人 名 施 設 の 名 称 

 （仮称） 

 

役職 
フ リ ガ ナ 

氏    名 
生 年 月 日 性別 住        所 

 
 
 

年  月  日 
□男 
□女 

〒    － 
 

 
 
 

年  月  日 
□男 
□女 

〒    － 
 

 
 
 

年  月  日 
□男 
□女 

〒    － 
 

 
 
 

年  月  日 
□男 
□女 

〒    － 
 

 
 
 

年  月  日 
□男 
□女 

〒    － 
 

 
 
 

年  月  日 
□男 
□女 

〒    － 
 

 
 
 

年  月  日 
□男 
□女 

〒    － 
 

 
 
 

年  月  日 
□男 
□女 

〒    － 
 

 
 
 

年  月  日 
□男 
□女 

〒    － 
 

  記入された全ての者が暴力団員等に該当しないことを確認するため、本様式に記入された情報を神

奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。 
                   法人所在地 
                                                   
              申請者  法人名及び代表者氏名 
                                                
備考 １ 当法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他い

かなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む。）及びこれから開設する予定の施設の管理者を記入

してください。 
   ２ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記入してください。 
   ３ 上部の記入日欄については、この様式に記入した日を記入してください。 
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様式２ 
（事業計画書６関係） 

事事  業業  運運  営営  実実  績績  

  

 

事業開始年月 施設名 施設所在地 定員 契約者数 

生活介護 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

※ 記入欄が足りない場合は用紙を追加すること 

※ 契約者数は、令和４年４月１日現在での人数を記載すること。 
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様式３ 
（事業計画書６関係） 
 
障害福祉サービス等事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況等一覧表（直近５か年） 

番号 自治体名 

指導年月日 
（文書による指導の

場合、文書に記入さ

れた日付） 

対象サービス 種類 指導の程度 指導内容 
添付書類の

有無 

１  年  月  日  
□指導監査 
□実地指導 

□要改善  □通知 
□助言   □指摘事項無し 
□その他（        ） 

□人員基準欠如  □定員超過 
□報酬算定誤り  □身体拘束  □虐待 
□その他（             ） 

□有 
□無 

２  年  月  日  
□指導監査 
□実地指導 

□要改善  □通知 
□助言   □指摘事項無し 
□その他（        ） 

□人員基準欠如  □定員超過 
□報酬算定誤り  □身体拘束  □虐待 
□その他（             ） 

□有 
□無 

３  年  月  日  
□指導監査 
□実地指導 

□要改善  □通知 
□助言   □指摘事項無し 
□その他（        ） 

□人員基準欠如  □定員超過 
□報酬算定誤り  □身体拘束  □虐待 
□その他（             ） 

□有 
□無 

４  年  月  日  
□指導監査 
□実地指導 

□要改善  □通知 
□助言   □指摘事項無し 
□その他（        ） 

□人員基準欠如  □定員超過 
□報酬算定誤り  □身体拘束  □虐待 
□その他（             ） 

□有 
□無 

５  年  月  日  
□指導監査 
□実地指導 

□要改善  □通知 
□助言   □指摘事項無し 
□その他（        ） 

□人員基準欠如  □定員超過 
□報酬算定誤り  □身体拘束  □虐待 
□その他（             ） 

□有 
□無 

※ □にチェックを入れること。 
※ 指導の程度が要改善である場合、その指導文書及び改善結果報告書の写しなど、指導及び対応の状況が分かる書類を添付すること（通知・助言等の場合、添付は不要）。 
※ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記入すること。 
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様式４ 
（事業計画書６関係） 

 

確  約   書  

 

相模原市生活介護事業所整備事業計画書において、当法人が提出した「障害福祉サ

ービス等事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況等一覧表（直近５か年）」

に関しまして、下記のことについて確約します。 

 

記  

 

１  直近５か年における既存事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導の状況の

全てを、「障害福祉サービス等事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況

等一覧表（直近５か年）」に記入しました。 

 

２  「障害福祉サービス等事業に係る行政機関の指導監査及び実地指導状況等一覧

表（直近５か年）」に記入された指導のうち、要改善事項に係る指導文書及び改

善結果報告書等の写しについて、全ての文書を提出しました。 

 

３  ２に係る文書内容について、相模原市が行政機関に対して確認することに同意

します。 

 

４  総合支援法に規定された指定の欠格事由に該当しません。 

 

 

 

                          年   月   日  

 

   相模原市長 あて 

 

法人所在地 

 

                  法  人  名       

                   

代表者氏名           （自署） 
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相模原市 健康福祉局 地域包括ケア推進部 

福祉基盤課 指定・指導班 

 

相模原市中央区中央２－１１－１５（本館４階） 

電 話  ０４２（７６９）９２２６ 

ＦＡＸ  ０４２（７５９）４３９５ 

                Ｅメール fukushi-kiban@city.sagamihara.kanagawa.jp 

 

 

令和４年７月 

mailto:fukushi-kiban@city.sagamihara.kanagawa.jp

